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１ 法人の概要

（１） 法人の目的

学校法人山梨英和学院は、教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人

間形成の学校教育を行うことを目的としています。(寄附行為)

各設置学校の目的

大学 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、知的、道徳的及

び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視野に立つよりよき社会人としての

人間形成を行うことを目的としています。(学則)

大学院 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、もって国際的視野に

立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与することを目的としています。

(学則)

中学校・高等学校

学校法人山梨英和学院寄附行為第４条に基づき設立され、教育基本法及び学校

教育法に従い、女子に中等普通教育（高等普通教育）を施し、キリスト教によ

る人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献身奉仕の精神に富む国民を育成

することを目的としています。(各学則)

※括弧内は、高等学校学則

こども園（カートメルこども園・ダグラスこども園）

学校教育法第２２条及び第２３条の規定並びに就学前の子どもに関する教育・

保育の総合的な提供の推進に関する法律第６条の規定に基づき、キリスト教に

よる幼児の教育・保育を行い、良い環境の中でその心身の発達を助長すること

目的としています。(園則)

こども園（プレストンこども園）

就学前の子どもに関する教育・保育の総合的な提供の推進に関する法律第９条

び第１０条の規定に基づき、キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い

環境の中でその心身の発達を助長することを目的としています。(園則)

校 訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神（神様ありがとう）｣とは、神を敬うことです。

｢愛人（人には親切）｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修（自分のことは自分で）｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

建学の精神・設立趣旨

山梨英和学院は、明治２２年（１８８９年）まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていな

かった山梨県において、すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当

時カナダの教会によって東京と静岡に設立されていた学校（東洋英和と静岡英和）に続い

て、甲府にも新しい時代の国際社会の中で活躍しうる女性の育成を目的とする学校設立の

事業に対して、同じ教会の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の

育成を「教育理念」としています。
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（２） 法人の沿革

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青年実

業家との協力により設立された学校であり、東洋英和女学院（１８８４年創立）、静岡英和女学院（１８８７年

創立）とともに、カナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

1889(明治22)年 4月 新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

1889(明治22)年 6月 ６月１日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限３カ年と定める。

1889(明治22)年11月 開校式を挙行する。

1891（明治24）年10月 甲府市百石町に校舎完成移転する。

1906（明治39）年11月 甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

1911（明治44）年 4月

1939（昭和14）年 3月 設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

1941（昭和16）年 4月 校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

1943（昭和18）年 4月 中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

1947（昭和22）年 4月 「山梨栄和中学校（新制）」を設置する。

1948（昭和23）年 3月 設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

1948（昭和23）年 4月 「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

1949（昭和24）年 4月 「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

1950（昭和25）年 4月 「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

1951（昭和26）年 4月 設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

1958（昭和33）年11月 設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の「英和」

に改名する。

1966（昭和41）年 4月 「山梨英和短期大学（国文科・英文科）」を設置する。

1968（昭和43）年 4月 「石和英和幼稚園」を設置する。

1969（昭和44）年 4月 短大の学科名称を「国文学科（旧国文科）」、「英文学科（旧英文科）」に変更する。

1986（昭和61）年 4月 山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

1991（平成 3 ）年 4月 短大に「情報文化学科」を増設する。

1996（平成 8 ）年 4月 短大を甲府市横根町に新築移転する。

同 高等学校を旧短大校舎に移転する。

1999（平成11）年 4月

ニケーション学科（旧英文学科）」に変更する。

2001（平成13）年 4月

同

2002（平成14）年 4月

同

2004（平成16）年 4月

2004（平成16）年 5月

2013（平成25）年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

2015（平成27）年4月 石和英和幼稚園を廃止（2015年3月）し、「認定こども園山梨英和プレストンこども園

を設置。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメルこども園」に、韮崎英和

幼稚園を「山梨英和ダグラスこども園」に名称変更する。

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。（～1946(昭21).6）

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科（旧国文学科）」、「英語コミュ

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻（修士課程）」を設置する。

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。
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（３） 設置する学校・学部・学科の名称及び入学定員と学生･生徒・園児数
（単位 人）

学校名 学部等 学科等 開設年度

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科
平成16
（2004）

12 29

人間文化学部 人間文化学科
平成14
（2002）

250 767

262 796

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科
明治22
（1889）

200 313

山梨英和中学校
明治22
（1889）

200 194

幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園
明治44
（1911）

200 114

幼稚園型認定こども園山梨英和ダグラスこども園
昭和25
（1950）

100 74

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園
平成27
（2015）

165 125

1,616

（注） 学生、生徒及び園児の数は、2015年5月1日現在である。

所在地

○山梨英和大学（大学院、人間文化学部）

〒400-8555 山梨県甲府市横根町888番地

○山梨英和高等学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和中学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和カートメルこども園

〒400-0831 山梨県甲府市上町1740番地

○山梨英和ダグラスこども園

〒407-0014 山梨県韮崎市富士見二丁目2番25号

○山梨英和プレストンこども園

〒406-0036 山梨県笛吹市石和町窪中島190番地2

学生等数

小 計

―

入学定員 編入学定員

―

3年次 20

合 計
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（４） 役員・評議員・教職員の概要

【役員・評議員】 （2015年5月1日現在)

(単位 人)

理事 うち、常務理事５人

監事 うち、常勤監事０人

評議員

【教職員】 （2015年5月1日現在)

(単位 人)

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

計

12 0

54 111

88 2

79 171 32

5

0 0

3 17 0

225

34 90 21

2

59

うち、理事を兼ねる評議員１５人

6 5 18

35 39 3 20 38

兼務 本務 兼務 本務

教員 職員

本務

計

105

区 分

2 13 0 4 2 17

15 55

区 分

15

2

31

定数 現員

31

2

役
員

15

備 考

兼務

7 3 24
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２ 事業の概要

事業の結果・進捗状況・今後の課題

大 学
○ 基本方針

予算の策定に当たっては「ゼロベースを基本とする。」という理事会基本方針を遵守すべく、大

学においては、教育機関としての継続性を担保しつつも新規事業の必要不可欠性及び緊急性を精

査し、２０１５年度予算原案を策定した。２０１５年度においては、私立大学等教育研究活性化

設備整備事業及びＣＯＣ＋事業の採択、新カリキュラム導入、緊急修繕等に係る経費を除き、緊

縮予算を執行し、２０１５年度単年度収支の均衡を図るとした目標を概ね達成することができた。

以下に、２０１５年度事業計画に記した主要計画等の実績について報告します。

□ 教育及び研究関係

（１） 重点事業

〔当該年度の計画〕

○ 「地（知）の拠点整備事業」（COC＋）の申請を視野に入れた県内の他大学との連携、地域

社会への人的・知的貢献

・ 平成２７年度文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」に、

「オールやまなし１１＋１大学と地域の協働による未来創生の推進」事業が採択された。本

事業は、少子・高齢化の進行や若年層の流出などの問題に直面している山梨県内の全大学と

自治体や企業等が協働し、若者に魅力ある就職先を地域で創出・開拓するとともに、実践的

な地域志向型人材を育成することにより、学卒者の地元定着を促進し、地域の未来創生に繋

げることを目的とするもので、県内の全１１大学及び大都市圏に立地する横浜市立大学がそ

れぞれの強みを活かして連携し、「ツーリズム」、「ものづくり」、「子育て支援」及び「ＣＣ

ＲＣ」の４分野において、新規事業化等による雇用創出、拡大を図るもので、本学は、「Ｃ

ＣＲＣ」事業幹事校及び「子育て支援」事業の参加校として、２０１６年度からの本格的な

始動に向け、カリキュラム構築、視察・見学会等の活動を行った。

【基幹大学】 山梨大学

【参加大学】 山梨県立大学、横浜市立大学、山梨学院大学、身延山大学、山梨英和

大学、大月短期大学、山梨学院短期大学、帝京学園短期大学

【参加自治体】山梨県、甲府市、山梨市、大月市、南アルプス市、北杜市、笛吹市、甲州市、

中央市、身延町

【参加企業等】山梨県商工会議所連合会、山梨中小企業団体中央会、山梨県商工会連合会、

山梨県経営者協会、やまなし産業支援機構、山梨県機械電子工業会、やまな

し観光推進機構、山梨県医師会、山梨県農業協同組合中央会、山梨中央銀行、

連合山梨、山梨県高等学校長協会

【協力大学】 都留文科大学、健康科学大学、帝京科学大学
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○ 教育力をより積極的に評価する人事評価制度

・ 教員の業績評価制度の確立には至らなかったが、教員評価としてベストエデュケーター賞

を設定し、導入した。２０１５年度には、授業評価アンケート結果並びに日頃の学内及び学

院全体での教育やネットワーク管理をはじめとする運営面での活躍等を評価し、准教授１名

に授与した。

・ 後期からは、教員の教育力を反映する授業評価アンケートを設計するために、ワーキング

グループを設置し、検討を行った。その後、ワーキンググループから先行研究や他大学の事

例、本学の原稿授業評価アンケートをレビューした改訂版授業評価アンケートの答申があり、

教授会にて報告され、新年度より導入する予定である。

○ 充実したキャリア教育の確立ための共通認識

・ 初年時教育に接続し、地域連携に根差したカリキュラムとして「サービス・ラーニング」

や「山梨学」の充実を図り、多くの学生が地元のフィールドで活躍するようになった。これ

らの浸透により、学生たちの地元への意識が高まりつつある。「基礎ゼミ」や「専門ゼミ」に

おいても地域との連携を図り、充実したキャリア教育に繋がるよう、これらの教育成果を共

有しているところである。

○ 「３領域制」に移行するための広報戦略部署を強化、ＨＰの刷新

・ 大学や社会で必要不可欠となる学びを提供する「フルーエンシー科目」や専門領域を学ぶ

「領域科目」、より視野を広げるための「オープンラーニング科目」からなる新カリキュラ

ムを設計し、２０１６年度より導入する。この中でも「領域科目」については本学の教育の

カリキュラムの中核となるもので、３領域は「サイコロジカル・サービス」、「グローバル・

スタディーズ」、「メディア・サイエンス」と決定し、それぞれの領域において、そのコンセ

プトを具現化するための科目を設定した。これらを踏まえＨＰの刷新や大学案内の作成を行

い、広報活動に活用した。

・ ２０１５年度に特別任用職員１名の増員（新規採用）を行い広報戦略部署の強化を図った。

・ ３領域制の広報活動として、県庁記者クラブでの記者会見のほか各種メディアへの情報提

供等を積極的に行った。ＨＰの刷新と呼応し、「受験生応援サイト」の開設、「ソーシャル・

ネットワーキング・サービス（Ｆａｃｅｂｏｏｋ）」の利用開始等を行い、大学情報のリア

ルタイムな発信を行った。

○ 非常勤講師依存科目の可能な限りの整理

・ ２０１５年度の非常勤講師数は、専任教員の１名増員等により、前年の６８名に対して１

３名減少し、５５名となり、非常勤講師依存科目の整理（削減）を行った。

○ ＩＣＴ支援

・ 学生一人一台のパソコン（ＭａｃＢｏｏｋ Ａｉｒ）の配布が２０１６年度入学生への配
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布を以て全学年となることを踏まえ、ＩＣＴ支援のサービス体制の充実・強化を図るため、

従前位置づけが不明確であった「ＩＣＴサポートデスク」を「情報メディアセンター（旧社

会連携センター）」の所掌事務に加え、「ＩＣＴサポートデスク」を大学事務組織の一部とし

て機能するものに改めた。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

・ ＰＣ教室・ＣＡＬＬ教室の活用法については、一般教室への転用等を視野に入れ、新カリ

キュラムへの対応、改修経費等を総合的に勘案し、次年度以降に今後１０年ほどを見据えた

将来構想としてグランド・レイアウトの策定を協議・検討するものとした。

（２）人 事

〔当該年度の計画〕

・ 臨床心理学専攻の大学院としての今後のあり方については、２０１５年 ９月９日に公認

心理師法が国会で成立し９月１６日に公布された。本学が所属する日本臨床心理士養成大学

院協議会と連携し、諸動向を注視し、本学の方向性を協議・検討するものとした。なお、当

面の措置として定年延長等で対応している教員の計画的後任人事として、心理系教員１名の

２０１６年度の採用を行った。

・ 教職課程及び司書課程の存続等については、協議・検討の結果、当面、入試戦略的側面か

ら存続することとし、専任教員の退職に伴い欠員となっている司書課程教員１名の２０１６

年度の採用を行った。なお、２０１５年度卒業生にあっては、３名が中学校教員（県内２名、

長野県１名）として就職した実績がある。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

・ 今後の人事については、新カリキュラム等を見据え、地方大学をめぐるきびしい社会状況

を考慮した上で、学長・副学長を中心とした教学執行体制のもとで、有為な心理、日本語教

育、英語コミュニケーション及び司書課程を担当する教員４名の人材を確保すべく努力した

が、日本語教育及び英語コミュニケーションを担当する教員２名については、採用すること

ができなかった。

（３）事務組織の充実と職員の育成

〔当該年度の計画〕

・ 県職員退職者（参与）及び２０１４年度卒業者（特別任用職員）の採用を行い、県・関係

市町村との包括協定の締結、地域連携事業の推進・充実、広報戦略の強化・充実を図った。

・ 職員ＳＤとして、外部講師による「創造思考とデザイン思考の統合としてのアクティブ・

ラーニング」と題した講演会を行い、問題解決法（ＫＪ法）の理解のための研修会を行った

ほか、「おもてなし」、「敬神・愛人・自修」の精神に基づくコミュニケーション力養成のため

の研修会、データに基づいて客観的に判断し、科学的に問題を解決する能力や統計に関する
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基本的・基礎的な知識を身に着けるための研修会（２回）等を実施し、管理・運営や教育・

研究支援までを含めた職員資質向上のための組織的な取組を行った。

（４）学 部

〔当該年度の計画〕

○ 教育方法等

・ 新カリキュラム導入を見据えたＦＤ・ＳＤ研修会として、教員の教室に於けるＩＣＴ力向

上（紙媒体の使用削減による経費削減）を目的として、「ＭａｃＢｏｏｋ Ａｉｒの授業での

活用」と題し、ＩＣＴの基礎教育と専門教育、授業での活用方法の紹介等の研修会を行った

ほか、「留学生の日本語能力の実情と対応についての実践報告・２０１５年度新入生基礎学力

テスト」、「新カリキュラム・アクティブラーニングの実践（ディベート）」、「地域連携とＣＯ

Ｃ+」、「アクティブラーニング（電子黒板の活用）・新カリキュラム（フルーエンシー科目）」、

等を題目とするＦＤ・ＳＤ研修会を開催し、教員の教育方法の改善、充実に取り組んだ。

○ 大学基準協会による認証評価受審

・ 前年度末に大学基準協会へ提出した、２０１５（平成２７）年度申請用「自己点検・評価

報告書」に基づき、本年度当初より、追加資料の提出、「大学評価分科会報告書（案）、大学

財務評価分科会報告書（案）」に対する見解・質問への回答等の提出を行い、１０月１５日（木）

１６日（金）の両日に渡り、大学基準協会評価者（実地調査参加委員）４名、事務局職員２

名による実地調査が行われた。実地調査では、大学の教育・研究に取り組む姿勢を実際に確

認しながら書面評価段階では必ずしも明瞭でなかった事項などを明らかするなど評価の正確

性・妥当性を確保するために必要な情報を収集すること等を目的とし、大学基準協会からの

詳細な指示に基づき、施設見学、授業参観（パソコンを使用する授業、大人数の授業、少人

数の授業）、大学関係者との全体又は個別（若手教員、学生サービス部職員、広報担当教職員）

の意見交換会、学生インタビュー（留学生、ＡＯ入試入学者、総合人間文化コース学生等８

人）等の双方による意見交換が行われた。

以上の評価プロセスを経て、平成２７年１２月１８日付け「大学評価（認証評価）結果（委

員会案）」、平成２８年３月１１日付け「大学評価（認証評価）結果」の送付があり、２０２

３年（平成３５）年３月３１日まで認証評価を受けることができたが、履修登録単位数の上

限設定等の努力課題４件、収容定員に対する在籍学生数比率の是正することの改善勧告１件

が付されため、今後、大学内において十分な協議・検討を行い、必要な改善を推し進めるも

のとする。

○ 学生生活

・ 大学内に設置している売店（コンビニ）については、設置業者から売上の減少（赤字状態）

のため閉店する旨の通知があったが、学生へのサービスとして必置施設であることから、設

置業者との交渉、学内で協議検討を進め、上限額を設けた赤字の補填及び黒字額と相殺する
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業務委託料の支給で合意（覚書締結）し、閉店を回避することができた。また、学内諸行事

等での積極的な売店（コンビニ）利用を推進し、多数の教職員の利用等により、本年度につ

いては、売店（コンビニ）収支が黒字となり、業務委託料も当初額を下回ることができた。

来年度以降についても売店（コンビニ）の積極的利用を奨励し、引き続き維持に努めるもの

とする。

（５）大学院

〔当該年度の計画〕

○ 教育方法等

・ 「長期履修制度」学生については、２０１４年度に１名、２０１５年度に２名、２０１６

年度に１名の入学があり、社会人受け入れ体制が社会のニーズに合致、定着しつつある。長

期履修学生の３年間での修了に向け、指導に努めている。

・ 修士論文未提出者に係る教員の指導体制の検証を行い、全員の修士論文提出を目途とし個

別的に指導したところであるが、修士論文提出予定者１１名中２名が修士論文未提出者のた

め修了認定されなかったため、今後一層の指導に努めるものとする。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

・ 公認心理師法案の成立、本学が属する日本臨床心理士養成大学院協議会の動向が定まらな

い状況であること等から、次の１０年を見据えた大学院のあり方の根本的な検討には、至ら

なかった。

・ 平成２８年２月１日付けで日本臨床心理士資格認定協会から、臨床心理実習に力を入れて

いることが高く評価され、平成２８年４月１日より向こう６年間の大学院研究科専攻（コー

ス・領域）指定継続の承認を受けることができた。当面、臨床心理士養成に向けたスタッフ、

カリキュラム等の専門的充実を図るものとした。

□学生募集関係

〔当該年度（翌年度募集）の計画〕

○ 遠方受験生に対する宿泊と交通手段を提供

・ 従前、実施していた県外での現地入試（長野市、松本市）については、費用対効果等を踏

まえ、宿泊と交通手段を提供する方法に改め、２０１５年度入試においては、長野県在住者

２名受験で２名入学、２０１６年度入試においては、長野県・静岡県在住者２名受験で２名

入学となり、有効な方策であったため、近隣県からの受験生・入学者の確保・拡大のために

も一層の広報を行うものとする。

○ 山梨、長野の２県の教育顧問廃止

・ 従前、配置していた県内・長野県を担当する教育顧問については、２０１５年度当初に学

長特別補佐（広報戦略担当）を配置し、学長特別補佐を中心とし、副学長、広報戦略部運営
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会議委員等の教員がきめ細かく直接的に最新の情報を各高校に提供する高校訪問を数回に渡

り実施した。なお、高校訪問の効果、成果等については、改めて検証し、改善するものとし

ている。

○ ＡＯ入試に「地域貢献枠」を新設

・ 地域に根差した大学として地域に貢献できる人材を排出することを責務とする本学は、地

方・地域への関心が高まる社会のニーズに即した入試制度として、地域と関わる活動を積極

的に行うことや地域の課題解決に取り組むこと等に意欲的な受験生を受け入れるため、２０

１６年度入試において従前のＡＯ入試に加え、ＡＯ入試の募集人員を３０名から５０名に拡

大し、「地域貢献枠」を新設した。初年度は、ＡＯ入試の出願者数が前年（２５名）を下回っ

た（１７名）ものの、入学者１７名中１０名が地域貢献枠を利用したため、今後も継続して

実施する。

○ 「受験生応援サイト」の開設

・ ２０１５年６月の年度初回のオープンキャンパス開催に合わせ、大学Ｗｅｂサイト

に「受験生応援サイト」を開設し、入試情報、キャンパスライフ、キャリアサポート、地域

連携等、対象者を絞った情報発信を行った。

また、サイトの開設に先立ち運用を開始した「受験生応援アカウント」（Ｔｗｉｔｔｅｒ）

では、スマートフォンをおもに利用する若年層を対象に、日常的な大学、学生の風景やイベ

ント、受験生への応援メッセージなど気軽な情報を発信することでフォロワー数を増やし、

大学を身近に感じてもらえるような広報活動を行った。

○ 大学公式Ｗｅｂサイトのリニューアル

・ ２０１６年度から導入する新たな３領域制及び４学期制の始動にあわせて、２０１５年度

末、大学公式Ｗｅｂサイトの全面リニューアルを行った。デザインを一新し、スマートフォ

ン対応のレスポンシブＷｅｂデザインを採用するなど、教職員・在学生をはじめ利用者がよ

り見やすく、より快適に利用できるページとして構成を検討・改善し、ＷｏｒｄＰｒｅｓｓ

の導入により、広報戦略部職員が速やかに更新作業を行える環境を整えた。

○ 大学ブランディング研究会活動（オープンキャンパス等への在学生の積極的な参加）

・ ２０１４年度に広報戦略部の下に大学ブランディング研究会を設け、学生主体のオープン

キャンパスを行うものとし、学生の視点に立った毎回のテーマに基づくプログラム（総合ガ

イダンス、キャンパスツアー、模擬授業、入試説明会、個別相談、ランチバイキング）を実

行した。司会、アナウンス、次回予告、学生企画などを研究会員が担当し、学生の視点から

大学の紹介を行い参加者との交流の時を持った。オープンキャンパス終了後には、学生の視

点による指摘（反省・改善）を受けることにより、回を重ねる毎にオープンキャンパスが改

善され、充実したものとなった。
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また、２０１５年９月に参加した「大学生観光まちづくりコンテスト２０１５」では入賞

を果たす等、大学の知名度向上にも成果をあげた。

□ 施設・設備関係

〔当該年度の主な充実整備・修繕整備計画〕

○ 学生用（たまり場）施設・設備

・ 平成２７年度私立大学等教育研究活性化設備整備費補助金（タイプ１：教育の質的転換、

タイプ２：地域発展）の交付を受け、老朽化した天井据付型プロジェクター、アクティブ・

ラーニング、ラーニング・コモンズに不適であった旧態の机・椅子等の入替え並びに電子黒

板等の導入を行うと共に「ゼミカフェ」の改装・充実を行った。

○ ３０３教室、ＣＡＬＬ教室

・ 経過的にＭａｃＢｏｏｋ Ａｉｒが未配布の４年生への対応として３０３教室のＰＣ環境

（Ｗｉｎｄｏｗｓ Ｖｉｓｔａ）は維持するものとした。また、当面、授業等で利用すること

から、ＣＡＬＬ教室（Ｗｉｎｄｏｗｓ ＸＰ・リース契約満了）については、インターネット

への接続を遮断し、利用するものとした。

○ 基幹情報システム

・ 本年度の基幹情報システムの更新を行うに当たり、従前のサーバー等の機器を所有するの

ではなくインターネット等のネットワークを通じて、雲（クラウド）の中にある見えない資

産を利用するというプライベートクラウド化（初期費用の抑制、ハードウェア故障・更新・

データ紛失等のリスク回避等の多くのメリットがある。）の採用を決定した。

・ ここ数年来、全面的な更新を見送っていた図書館システムについても、学務・会計システ

ム、内部ＤＮＳ（学務・会計システムのアプリケーションサーバ）と共にプライベートクラ

ウド化することで、更新を行った。

○ 各種設備・機器・備品

・ 築２０年近くを迎え、経年のため、建物本体及び各種の設備・機器・備品の老朽化が表面

化してきている。建物本体については、多額の経費が必要となるため、対処療法的に雨漏り

等の不具合箇所の修繕を実施した。設備関係としては、全館の冷暖房を担っている「空調機

用冷温水ポンプ」を計画的・予防的措置として全面入替工事を行い、関連するボイラー本体

の優先度の高い修繕項目については、来年度予算に計上した。機器・備品関係としては、教

員研究室設置の空調機については、補修用部品の供給年限超過により修理不能であるが、高

額な同等品に入替えることが困難であるため、研究棟空調機入替計画を策定し、一部故障し

ている会議室等へ代替機を設置し、余剰部品の教員研究室故障機への流用等を行い、当面、

対応するものとした。
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〔今後の（中・長期的な）計画〕

・ 学生会館については、寄附金額が５千万円に達した時点で建設に着手するとの目標がある

ものの、ここのところの財政的な負担増に鑑み、本学としては自己資金で建設できる目処が

立つまでは具体的な建設計画には着手しないものとした。

中学校・高等学校

□ 教育関係

(1)重点事業

本校の校訓である「敬神・愛人・自修」を軸に、今年度の目標として「自立した生徒

を育てる II」を掲げた。具体的には、次のようなキリスト教に基づく教育活動を展開

した。

「敬神」→「礼拝を大切にする」

「愛人」→「生徒会活動に主体的に取り組む」

「自修」→「学力の向上を目指す」

①「理数教育の強化」SSH 推進

2013 年 4月より、文部科学省からスーパーサイエンスハイスクール（SSH）として 5

年間の認可を得た。

研究の基礎を学ぶことを目的とした「SSHⅠ」では、生徒の興味関心の向かう対象を

研究者の助言を受けながら、グループで課題研究を行い、発表した。「SSHⅡ」では「SSH

Ⅰ」で行った研究を更に発展させた。また、学校設定科目である「Science in English

Ⅰ・Ⅱ」では、外国人理科教師と日本人理科教師によるティーム・ティーチングで、

生物・化学・物理・地学の各分野からピックアップした事項を英語で学ぶ授業を実施

した。様々な探究学習を通して、多くの発見があり、生徒たちは啓蒙され、自ら学ぼ

うとする探究意欲が高まった。

また、年 5 回実施した「SSH 特別講演会」では、協和発酵キリン株式会社 野口勝

彦氏、津田塾大学国際関係学科教授 三砂ちづる氏、山梨大学理事・副学長 早川正

幸氏、独立行政法人海洋研究開発機構 正木裕香氏、NPO ルワンダの教育を考える会

理事長 永遠璃・マリールイズ氏の 5 名をお迎えして、最先端の科学的な話題に直接

触れ、研究をすることのすばらしさや発見することの楽しさ、また、社会貢献するこ

との尊さを学ぶことができた。

環境教育においては、校内で環境への意識を高めるべく、中学校乙女花壇前にビオ

トープを設置し、Kids’ISO14000 の取り組みも一部で始めた。また、今年度で 2年目

となる高校 2 年理数強化クラス対象のドイツ国南部研修は、環境問題への意識を高め

るうえで大変効果のある事業となった。

また、自然科学同好会は、さまざまな学会やコンクールで受賞すると共に、地域の

小中学生への科学実験ボランティアに意欲的に取り組んだ。特記すべきは、環境科学

会 2015 年会における最優秀賞と優秀賞のダブル受賞を果たしたことである。それ以外
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にも、第 59 回日本学生科学賞 山梨県大会において「県教育長賞」、第 13回山梨科学

アカデミー 高校生部門において「児童・生徒科学賞」を受賞した。

②中学全体で英語を強化し、Special Saturday を実施

今年度も、中学全学年、全クラスで英語を強化した。土曜日には全校で英語礼拝を

実施し、生徒が司会をした。中学 1 年と 2 年の全員を対象とする春期英語研修を実施

した。土曜授業は 17 回実施し、Special Saturday として体験型、探究型、合教科型

の授業を行った。そのうち最終回にあたる 3月 12 日は研究発表会とし、中学 2 年は自

由研究、3 年は環境調べ学習のポスター発表を実施し、考え、まとめ、伝える力の育

成を目指した。内容については改善の余地があるため、今後も教材の研究開発を続け

る。

③「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」6学年中 4 学年使用年度

2011 年度から iPad を導入し、2015 年度は中学 2 年生から高校 2 年生までの 4 学年

が全員 iPad を個人所有し、教具として幅広く活用した。日々の授業に加え、中学生

は自由研究・職業学習・海外研修にも iPad を使用している。調べ学習、資料まとめ、

プレゼンテーション、プログラミングワークショップ、多様なアプリの導入など、活

用の場面が多くなっている。

また、高校においても修学旅行に関する事前学習や旅行記作成、部活動の延長線上

での利用も行っている。受験サプリ（予備校の動画配信サービスアプリ）と Classi（模

擬試験や過去問を活用できる学習支援アプリ）等の導入により、個人に合わせた使い

方が広まってきている。

校内のインターネット環境もさらに整い、iTunes U 研修会を実施し、インターネッ

ト上に教員が自分のコースを開設し、授業の一環として使用するケースも増えている。

④「国際教育の充実」IEC 選択研修スタート・SSH ドイツ研修

昨年同様、カナダ研修、韓国修学旅行、ラオス研修、JICA 研修に加え、SSH ドイツ

研修を行った。

カナダ研修は例年同様豊かな研修となった。海外姉妹校の 3 校とも、韓国は修学旅

行や 1 年の交換留学を通して、オーストラリアは姉妹校メントンの生徒の受け入れを

通して、またドイツは SSH 海外研修を通して実り多い交流が実現した。また、ロシア・

バーレーンの青年訪問団、スウェーデンからの留学生の受け入れなど、今まで交流の

なかった国との交流も実現した。

⑤「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現し、また平和や国際的な連携を学校

での実践を通じて促進することを目的として設けられ、世界中の学校と生徒間・教師

間で交流し、情報や体験を分かち合うこと等を目的とするユネスコスクールとして、

2012 年 6月 11 日付で、県内私学第 1号として加盟が承認された。これは、「つながる」

をテーマとする本校のこれまでの国際教育・環境教育・ボランティアへの取り組みな

どが高く評価された結果である。ユネスコが基本理念としている ESD（持続可能な社
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会づくりの担い手を育成するための教育）の考え方を土台とした教育を実践した。

2015年度は、北京で開催されたユネスコ協会主催「日中韓青年文化フェスティバル」

に本校の生徒４名が日本代表団として参加した。「若者と持続可能な社会」というテー

マで英語でディスカッションを行い、各国の取り組みについて相互理解を深めた。引

き続き各学年ホームルームでの国際理解学習や、海外研修を充実させる中で、生徒の

意識も年々向上し、ユネスコスクールとしての取り組みも充実してきている。

⑥「互いに育て合う生徒会活動」

2015 年度は「主体的な生徒会活動」を目標とし、学校行事やクラブ活動などに、生

徒の主体性が発揮された。生徒会本部役員が中心となり、生徒会組織としての堅実な運

営がなされている。また、年度末の生徒総会においては生徒会規約の改正や訂正の提案

についての議決がなされた。2016 年度はさらに社会問題にも関心を向け、取り組んで

いけるような生徒会活動を目指す。

⑦「生徒支援」

2012 年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ、ほっとルームの移転を行った。

2013 年度以降は、特に中学において支援を必要とする生徒が多くなり、プロジェクト

が関わり、外部の助言なども受けながら、悩みつつ熱心に取り組んだ。今年度は山梨英

和大学大学院生の学習ボランティアが週 3 回行われ、学習面での支援を強化した。

2016 年度も、引き続き専門家のご指導をいただき、研修会などを通して全教員が基

本的な知識を身につけ学びつつ前進していく。

⑧中学： GTEC、英語検定試験の結果から、全てのクラスにおいて英語コミュニケーショ

ン能力向上の成果が見られた。理系科目強化のため、理科特別実験授業を行った。自学

自習力の向上のためスクールステイを実施した。

・カナダ研修【21日間】（中 3希望者）

・英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

・英語特別研修【2日間】（中 1 、中 2）

・理科特別実験授業【不定期金曜日】 18回実施

・スクールステイ【4 日間】

⑨高校：類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基づき、

それぞれの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。

・総合進学クラス（PSC）：高 3 1クラス

・英語強化クラス（IEC）：高 3 1クラス、高 1・高 2 3 クラス

・理数強化クラス（INC）SSH 指定クラス：各学年 1 クラス

⑩習熟度別授業により教育の質的向上を図った。

・高校国語（古典、国語表現）：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校英語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校数学：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

⑪土曜日に Special Saturday（教科横断型学習）、理数強化クラス（INC）の授業、課外
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学習等を実施し、学力の向上を図った。

⑫教師の生徒理解・指導力等向上のため、学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

1)校内研究会

年間テーマ『教師指導力の向上』

・第 1回『KP法実践講座』

公益社団法人日本環境教育フォーラム理事長の川嶋直氏を講師に招き、

KP 法（紙芝居プレゼンテーション）の講習を受け、実践を行った。

・第 2回『パーラメンタリーディベート実践講座』

山梨英和大学教授で日本英語交流連盟常務理事岡田真樹子氏を講師に招き、

パーラメンタリーディベートの実践を行った。

・第 3回『キリスト教教育―「在る」から創める』

立教女学院中学・高等学校校長の和田道雄氏を講師に招き、グローバル化

する世界におけるキリスト教教育の意義について学んだ。

2)その他の校内研修

・教科会 研究授業の分析・検討

・教科会及び職員会議 中学：外部学力試験結果の分析・検討

・高校：模擬試験結果の分析・検討

センター入試結果の分析・検討

・全教員による授業研究

上越教育大学稲田結美先生の研究に依拠して、「女子に特化した授業開発」のテーマ

で、全教員で共有した。

3)外部研修

・山梨県私立小中高等学校新任教員研修会

・「授業アンケート」と「保護者アンケート」効果的な活用法研修会

・ベネッセ March 合格力育成研究会

・NEW EDUCATION EXPO 2015

・国立科学博物館 教員向け研修会

・大学入試改革先取り対応セミナー

・シンポジウム「いまなぜ高校が変わるのか－大学入試改革の真のねらいを問う」

・理系女性教育開発共同機構キックオフシンポジウム

・全国私学教育研究集会

・国際バカロレアセミナー

・GEMS リーダー資格取得

・環境教育関東ミーティング 2015

・ふるさとやまなし創生フォーラム

・ベネッセ「総合的な学習の時間」の活用を考える会

・山梨県高大連携教職員セミナー
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・新体操審判ルール講習会

・県内 SSH 指定校視察

甲府南高校 都留高校 韮崎高校

日川高校 巨摩高校 甲陵高校

・「集まれ！理系女子 第 7 回女子生徒による科学研究発表会交流会」参観

・埼玉県立川越女子高等学校 SSH 研究発表会視察

・安田女子中学高等学校 SSH 研究発表会視察

・文京学院大学女子中学校高等学校 SSH 研究成果発表会視察

⑬授業評価、学校評価を実施し、様々な角度から評価・分析し、日々の授業・学校改善を

行った。

⑭6 ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし、進路についての目的意識を持

たせるとともに、それを実現するための学力の定着・向上を図った。

1) 6 ヶ年を見通した進路指導を明確にするため、「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・

配布した。

2)各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中 1：メイプルスクール、自由研究準備学習、地元国公立大学進学ガイダンス

高 3 合格体験談

中 2：自由研究、職業学習、地元国公立大学進学ガイダンス、高 3 合格体験談

中 3：職場体験、進適指導・学力確認テスト、地元国公立大学進学ガイダンス

高 1：進路適性検査、スタディサポート、スタディサポート分析学習会、進学相談会、

地元国公立大学進学ガイダンス、大学模擬授業 2回、高 3 合格体験談、

高 2：スタディサポート分析学習会、進学相談会、地元国公立大学進学ガイダンス大学

模擬授業 2 回、小論文講座、高 3 合格体験談、スタディサポート、一日看護師

体験

高 3：スタディサポート分析学習会、進学相談会、地元国公立大学進学ガイダンス、小

論文講座、面接マナー講座、志望理由書添削指導、センター試験出願指導・自

己採点指導

3)学年ごとに親子進路学習会を開催し、学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

4)長期休業期間及び土曜日を活用して、課外授業、補習授業等を行った。

・中学補習授業【夏季】：中 3年 5 日間

・中学補習授業【冬季】：中 3年 4 日間

・高校課外【夏季】：4日間（高 1-14 名、高 2-7 名、高 3-16 名）

・登校学習会【夏季】：3日間（高 1-117 名、高 2-89 名、高 3-16 名）

・大学入試改革に対応した模擬試験【夏季】：2日間（高 2-33 名）

・Web 授業「受験サプリ」：夏季～年度末（高 1-73 名、高 2-42 名、高 3-14 名）

・高校センター試験対策演習【冬季】：2 日（高 3-54 名）

・小論文講座：高 3年 5日間（63名）、高 2年 4日間（35名）
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⑮今年度の指導方針「生徒の声を受け止め、また変化の早期発見など生徒の把握に努める」

を踏まえて、次のとおり生徒指導を行った。

1)登下校時の立門指導を拡大し、横断歩道での指導も加えた。

2)生徒への声かけを積極的に行い、教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

3)山梨英和大学心理学研究室と連携し、カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を

充実させた。

・カウンセラーの配置：毎週火曜日午後、金曜日午後 70回

・大学院生の臨床心理実習：6名

・大学院生学習ボランティア：3 名

⑯生徒会活動の活性化を促すため積極的に外部との交流を実行した。

・支援学校との交流：わかば支援学校との交流 3回（聖歌隊）

・ボランティア活動参加：あしなが募金、フードバンク協力、チャレンジフェスタ、

サンマ祭り、チャレンジボランティアフォーラム、赤い羽

根募金、配食、施設訪問、など。

・二校交歓会：姉妹校である静岡英和の生徒会との交流で静岡英和を訪問した。バ

スケットボール部が交流試合を行った。

・三校交流会：姉妹校である東洋英和・静岡英和の生徒とともに国際女性デーに参

加。

・他校との交流試合：体育局クラブでは他校との練習試合・交流試合を継続的に行

った。

⑰国際教育について、重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏

まえて、次の事業を行った。

1)姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

・交換留学 派遣 1名 受入 1名

・韓国修学旅行でのペンパル宅ホームステイ 26名

2)ラオス研修 2 名

3)希望者カナダ研修（中学・高校） 30名参加

4) JICA モンゴル研修 17 名参加

5)姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクールとの交流

・10名のメントンからの生徒、ホームステイ受け入れ

・iPad（Face Time）を用い、リアルタイムでの会話交流

6)姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

・SSH ドイツ研修旅行で生徒宅へホームステイ 17名

7）総務府青年国際交流事業 ロシア・バーレーンの青年との交流 24 名受け入れ

⑱クラブ活動や各種検定試験等、生徒の種々な力を伸ばすための具体的な支援を行った。

・全国大会出場：聖歌隊、水泳部、放送部、スケート同好会、スキー同好会

・関東大会出場：聖歌隊、新体操部、水泳部、スキー同好会
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・英語検定：3回

【中学】2級 2名、準 2級 14 名、3 級 30 名、4級 35 名、5 級 20 名

【高校】準 1級 3 名、2級 17 名、準 2級 27 名、3 級 5名

・数学検定：1回

【中学】3級 2名、4 級 4名、5級 2名

【高校】準 2級 1 名

・漢字検定：3回

【中学】準 2級 3 名、3級 9 名、4級 2名、5 級 6名

【高校】2級 1名、準 2級 6 名

・日本語ワープロ検定：2 回

【高校】準 2級 3 名、3級 3 名

⑲本校では生徒に身につけさせたい 3 つの力として、「つながる力」「伝える力」「みずか

ら学ぶ力」を挙げている。生徒自身が主体的に学ぶ過程では、ICT 機器とこの 3 つの

力を身につけることは非常に相性がよい。2011 年 8 月に姉妹校提携を結んだオースト

ラリアの Mentone Girls’ Grammar School とは互いに訪問するだけでなく、iPad の

FaceTime（テレビ電話アプリ）を使用して交流をしている。中学 3 年から参加できる

カナダへの語学研修や高校１年の修学旅行では、iPad に日々の活動を記録し研修旅行

記を作成している。事前学習のレポートも含めて関心のあるテーマのつながりが iPad

上で一つにまとめられるという利点を活かしている。

⑳スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

「山梨初！女子中高一貫校における女性環境科学者育成プログラム」を掲げて、山

梨大学をはじめ、県内外の大学や研究機関、企業等の協力を得ながらこの事業に取り

組んで来た。3 年目となる 2015 年度は、対象を高校英語強化クラスと中学生にも拡大

し、これまで対象であった高校 1･2 年の理数強化クラスと自然科学同好会の生徒を核

とし、全校体制で新しい取り組みを試みた。

まず、新たに学校設定科目として「Global StudiesⅡ」（高 2、1 単位）を開講し、

昨年度開講した「Global StudiesⅠ」（高 1、1 単位）で培った批判的思考力と地球規

模の諸問題についての考察力をもとに、社会科学的観点から課題研究に取り組んだ。9

月には山梨県防災新館において公開の中間発表会を実施した。

また、中学段階では「ジュニア SSH」として合教科型・体験型のカリキュラムを実

施している。中学 2 年生が各自テーマを選んで、一年かけて自由研究に取り組み、ポ

スター発表を行った。中学 3 年生はスペシャルサタデーの授業内で環境の調べ学習を

行い、ポスター発表を行った。高校への基礎作りとして今後も継続・発展させ、中高

の 6 か年を通して課題研究を行うカリキュラムを研究する。

12 月に文部科学省の中間ヒアリングが行われ、本校の取り組みの成果と課題を改

めて認識することとなった。これまでの 3 年間の成果としては、①大会やコンクー

ルでの上位入賞 ②生徒の発信力・外向き志向の高まり ③環境への意識の高まり
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が挙げられる。SSH 校の認定を受けてからの生徒の変容は目覚ましいものがある。ま

た、今後の課題としては、第 1 に評価の方法を研究することである。第 2 に、学校

全体で環境に対する意識を高めるべく、Kids’ISO14000 プログラムに積極的に取り

組んでいく。第 3 に教員間でアクティブ・ラーニングの勉強会を開き、より授業に

積極的に導入することを考えている。

（2）教育関係の人事について

①退職外国人教師 1名：欠員補充

②中期シミュレーションを踏まえて、専任教員等の退職に伴う欠員補充・任用更新を行

い、期間採用教諭をもって充てた。

・理科退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1名を採用

・理科退職過年度教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を任用更新

・社会科過年度退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を任用更新

・数学科過年度退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を任用更新

・保健体育科退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を任用更新

・国語科退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を採用

・退職養護教諭（期間採用教諭）の欠員補充：期間採用教諭 1 名を採用

□ 生徒募集関係

中学募集では、2013 年度入試より英語(選択)を受験科目に導入、さらにスカラシップ

(申請、一般入試の 90％以上の得点により決定、授業料免除) を導入した 4 回目の入試

となった。今年度の中学入試では、受験者数、入学者数ともに昨年度を下回る結果とな

ったが、英語入試もスカラシップ選考も、受験者数の全受験者数に対する割合は昨年度

とほぼ同率であった（英語入試 28％、スカラシップ選考 63％）。特にスカラシップ選考

に対する関心は高く、スカラシップ合格者は 3 名となり、志願者のレベルも上がってい

る。

高校においては、学業特待生が 11 名と増え、推薦入学での優秀な生徒確保ができた。

一方、スカラシップ(一般入試の 90％以上の得点により決定、入学金･授業料免除)合格

者は 5 名と増えたが、合格者の公立中学からの入学にはつながらなかった。外部の中学

からの受験者数は 136 名と増加し、高校入学生は 51 名、内部生と合わせ 99 名となっ

た。学校訪問の時期、回数を増やし、公立中学校の先生との信頼関係も築け、推薦者や

単願者の層も上がり、受験者数の増加につながる効果が出たと言える。ただ、少子化、

英和中学生の生徒数の減少もあり、今後高校募集にもさらに力を入れて行かなければな

らない。

今年度より募集を開始した海外帰国生入試では、中学入試で 2 名の受験者を得た。高

校入試では、HP による情報で問い合わせを受けたが出願には至らなかった。

小学生対象のイベントは、回数を増やすだけではなく、付き添いの保護者に向けても
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ミニ学校説明会やミニ入試説明会を行い、保護者の関心を上げるように図った。中学生

対象のイベントも高校公開授業においても英語強化クラスの Global Studies の授業や

SSH クラスの授業など、山梨英和独自の授業を公開できた。また、仕事等で参加できな

い保護者に来校して貰うため、個別相談会やナイト学校説明会を行った。

同窓会の協力の下「ホームカミング 20 年同窓会」を開催し、卒業後 20 年の卒業生に

呼びかけ、現在の山梨英和中・高の教育をＰＲした。2017 年入試に向けては、「保護者・

祖父母対象中学学校説明会」を新規に計画し、祖父母、特に同窓生に向けての PR を強化

し、同窓生の子女に対する入学金の減免優遇をアピールしたい。

また、中学スカラシップへの関心の高さを考慮し、夏休みの 2 日間で小学 6 年生を対

象とした「スカラシップ対策講座」を新規にもうけていく。

（1）小学生・保護者対象のイベントを行った。

・中学オープンスクール

・学校説明会 1 回

・公文生対象学校説明会

・英和体験プログラム（学園祭）

・個別入試相談会（のべ 8 日間）

・ナイト学校説明会 1回

・英和デー

・入試説明会 3 回

・英語体験講座 4回

・理科実験講座 2回（主催:県生涯学習推進センター）

・ハンドベル講座 1回（主催:県生涯学習推進センター）

（2）中学生・保護者対象のイベントを行った。

・学園祭一般公開

・オープンキャンパス

・個別入試相談会（のべ 19 日間）

・ナイト学校説明会 1回

・高校公開授業 2回

・学校説明会 2 回

・入試説明会 2 回

・ナイト入試説明会 1回

（3）その他、次のイベントを行った。

・塾教師対象入試説明会

・小学校教師対象入試説明会

・中学校教師対象入試説明会

・塾教師対象入試報告会

・ホームカミング 20 年同窓会（新規）
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（4）受験生・保護者を学園祭などの行事に招待するなど、本校教育に対する理解の場を設け

た。

（5）全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い、受験指導に当た

る先生方への理解を求め、本校受験への協力を依頼した。

（6）全教員がそれぞれの担当する塾等の訪問を行い、本校受験への協力を依頼した。併せて、

受験生の県内情勢の把握・分析に努めた。

（7）新聞広告を掲載し、本校教育に対する理解の場を設けた。

（8）授業公開、PTA 活動、印刷物・IT・掲示等の活用による情報公開を推進し、本校へのよ

り深い理解を得るようにした。

・ホームページ：内容の更新、新バージョンの検討

・PTA ホームページ：内容の更新

・スーパーサイエンスハイスクールの活動を周知するため「SSH 通信」を小学生・中学

生に送付、学校訪問で持参した。

（9）在校生保護者、同窓生に PR 活動を依頼した。

・小学生・中学生「紹介カード」による情報提供

・ポスター・チラシの掲示配布の協力

□ 施設、設備関係

老朽化した施設設備の点検・改修計画、大規模災害に備えての対策等を中心に安全対

策を行った。

（1）老朽化した施設・設備を維持するために点検を行い、必要な修理、備品の購入等を行っ

た。

・中学冷温水発生機・冷却塔ポンプ修理

・Ⅲ号館ⅢA 集会室ブラインド修理

・中学プロムナードインターロッキング補修

・中学焼却炉南側門柱・壁補修

・グラウンド西側擁壁補修

・第 1体育館天井板補強

・第 1、2体育館漏水修理

・中学ロータリー扉修理

・中学、高校キャンパス案内板更新

・プール棟天井等補修

・消防設備の補修・更新：Ⅲ号館ポンプ、高校排煙設備、中学消火栓バルブ、プー

ル棟呼水槽

・高校進路部コピー機更新

・Ⅱ号館音楽室大型液晶テレビ更新

・Ⅳ号館 421 教室エアコン更新
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・中学印刷室印刷機更新

・中学家庭科準備室給湯器更新

・中学券売機更新

（2）ICT 設備整備の一環として、次の設備を整備した。

・アクセスポイント増設、情報コンセント設置

・専用線 1Gbps 化

（3）SSH 設備整備の一環として、実験用冷倉庫を購入した。

（4）アプローチ通路に大型電波時計を設置した。

（5） 特別管理産業廃棄物（PCB）を処分した。

認定こども園

□ はじめに

山梨英和幼稚園、韮崎英和幼稚園、石和英和幼稚園は 2015 年 4 月より始まった子ども・子

育て支援新制度により、山梨英和幼稚園と韮崎英和幼稚園は幼稚園型認定こども園に、すでに

幼稚園型認定こども園であった石和英和幼稚園は幼保連携型認定こども園へと移行した。園名

もそれぞれ山梨英和カートメルこども園、山梨英和ダグラスこども園、山梨英和プレストンこ

ども園とし、3 園がキリスト教信仰に基づく人格形成をめざす山梨英和学院の歴史と建学の精

神にかたく立つことを示しつつ、こどもたちの最善の利益をはかり、こどもたちを中心とした

乳児、幼児の保育、教育機関となることで地域社会の子育てのニーズに的確に対応することを

目指してきた。

□ 保育・教育関係

（１）重点事業

[当該年度の計画]

① 保育機能施設を併せ持つ幼稚園型認定こども園なった山梨英和カートメルこども園、山梨英

和ダグラスこども園は幼稚園教育要領、保育所保育指針を、幼保連携型認定こども園となっ

た山梨英和プレストンこども園は幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえ、各園が

持ち味を活かして、就学までの一貫した教育・保育を、キリスト教信仰に基づいて行った。

② こどもたちの発達段階や家庭環境などに配慮してこどもも保護者も安心して過ごせる場とな

るようにつとめた。そのために必要な職員の研修、加配等を行った。

③ 各種教育プログラム(園外活動、英語活動、他)の一層の充実を図り、こどもたちの様々な力

をのばすよう努めた。

④ 自然に親しむ機会を増やし種々の体験や学びを通して創造力や感受性、知的好奇心などを養

うよう努めた。

⑤ 園外活動や訪問等を含め、様々な機会を活かして他者への気づきやコミュニケーション能力

の育成をはかるよう努めた。
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⑥ 各種研修への参加を行い職員の資質・技能の向上をはかり、あわせて同僚性の一層の確保を

実現して質の高い教育を提供できるようにつとめた。研修においては引き続き「気になるこ

ども」に関する対応ケアのスキルアップをめざしてきた。

⑦ 保護者、子育て中の母親を対象とした集会等を行い山梨英和のこども園が目指すものの浸透

と地域への奉仕を図った。

⑧ 保護者や職員が建学の精神の基であるキリスト教の信仰と聖書に親しみ学ぶ機会を引き続き

設けた。

⑨ 地域の子育て支援の拠点として、山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事

業を受託し子育て支援センター「えいわ」の活動を展開した。

⑩ 切れ目のない一貫した保育・教育の場となれるように、地域の高齢者、小学校、児童との交

流を大切にするよう努めた。

⑪ 子ども・子育て支援新制度の施行、認定こども園への移行に伴い緊密となった市町村との連

携、協力体制の確立に努めた。

⑫ 山梨英和学院の他の部門との連携、協力を一層密なものとして地域に貢献するよう努めた。

特に、山梨英和プレストンこども園の子育て支援事業においては山梨英和大学の複数教員の

協力を得ることができた。

[今後の（中・長期的な）計画]

① 建学の精神を堅持しつつ、子ども・子育て支援新制度にかかわる行政の動きに的確に対応し、

認定こども園としての一層の充実と活動の展開を図り、緊密に情報交換を行った。

② 幼稚園型の 2 園の幼保連携型認定こども園への移行を目指し準備を行った。また 3 園の将来

構想の検討を行った。

③ 認定こども園となることで増えた保護者の利便性・安全性の観点から環境整備の必要性を検

討した。

（２）保育・教育関係人事

認定こども園へと移行することで開園日、開園時間が変わったことにより必要となった教職

員の増員と適切な人員の配置をはかり、あわせてカリキュラム・プログラムの精選、深化をめ

ざした。

□ 園児募集関係

① ホームページを一新し、パンフレットも新規に作成した。ニュースレターなどの広報など様々

なメディア活用をして園の広報活動と園児募集活動につとめた。

② 山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事業として、また他の２園も行政や

地域の子育て支援センター等のとのかかわりをより一層緊密なものとしてこども園としての

存在と働きを広く知らしめるよう努めた。

③ 子育てにかかわる人たちが集える場を積極的に設けるほか、講演会や行事等を行って山梨英
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和こども園の存在と働きを積極的に伝えるよう努めた。

④ 在園児、卒園児、未就園児、父母の会等を通じて、入園希望者の情報を効果的に入手し、園

児募集に生かした。

⑤ 「通信」やホームページなどを積極的に活用して英和の教育を発信し、園児募集に努めた。

□ 施設、設備関係

① 園児の安全確保のための施設、設備、遊具等の点検、必要な個所の補修・改修を行った(引き

続き行う予定)。

② 園児の教育・保育環境の整備・充実を図った。

③ 地震・災害対策及び防犯対策等について定期的に訓練等を実施し、さらに必要な対策の確認

等を講じた。

□ 全体

「認定こども園」となることは一つのチャレンジであったが、すべてのこども達の最善の利

益をはかり、子育てにいそしむ保護者の喜びと課題に参与し、地域社会に貢献することの積

極的な意義を受け止めて決断し進んできた。保育士確保の困難さが指摘される中、まずは必

要な人員の確保が果たされ、優れた職員によって質の高い保育・教育が行われたことに感謝

している。

子ども・子育て支援新制度により施設型給付を得る事業者となったが、施行初年度という

こともあり、行政における各種の事務手続きの問題、給付請求の仕方等、戸惑うことが多く

あった。しかし学院本部のお支えと協力により何とか移行 1 年目を終えようとしている。多

くの方々のお力添えに心より感謝である。

認定こども園 2 年目に向かう中にあって、さらにきめ細かな保育・教育を展開するための

研鑽につとめることはもちろんであるが、何よりも山梨英和学院の 1 部門として、幼稚園時

代と比べて格段に人数が多くなった職員一人一人がキリスト教保育の基盤である聖書の学び

とキリスト教の理解を深める必要性を痛感している。

その上に、子ども・子育て支援新制度の理解、認定こども園の理念、運営、活動について

など、研修の一層の充実をはかることが今後の課題である。教師の力量の向上をはかり、同

労者としての協力体制を強めてチームとしてキリスト教保育・教育にあたることをさらに目

指してゆきたい。

少子化や保育ニーズの多様化など社会状況の急激な変化の中にあって、山梨英和３園が置

かれている厳しい現実と喜ばしい使命をしっかりと受け止めて保育・教育のわざにあたり、

行政がすすめる子ども・子育て支援新制度に対して、建学の精神とキリスト教保育指針に基

づいて的確かつ適切に対応すべく、これからの山梨英和学院の三つの認定こども園の諸活動

を展開していきたい。
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法人本部

□中学・高校校長の選任

2015 年 10 月 2 日（金）臨時理事会において、次期中学・高校の校長を再任した。（任期 2016

年４月 1 日から 2020 年 3月 31 日まで）

□こども園園長の選任

2015 年 10 月 2 日（金）臨時理事会において、次期こども園の園長を再任した。（（任期 2015

年 4月 1 日から 2020 年 3月 31 日まで）

□大学宗教主任の選任

2015 年 11 月 27 日（金）臨時理事会において、次期宗教主任を再任した。（（任期 2016 年 4月

1 日から 2017 年 3月 31 日まで）

□理事会の開催

７回（5月・7 月・9 月・10月（臨時）・11月・1 月・3 月）開催した。

□評議員会の開催

3 回（5月・9月・3 月）開催した。

□常務理事会の開催

11 回（4 月・5 月・6月・7 月・9 月・10 月・11月・12 月・1 月（臨時）・2月・3 月）開催した。

□理事,監事及び評議員の改選

2015 年度末で任期満了に伴う理事、監事及び評議員を選出した。（任期 2016 年 4 月 1 日から

2020 年 3月 31 日まで）

□２０１５年度山梨英和学院教職員修養会

5 月 23 日（土）に中学校・高等学校グリンバンクチャペルにおいて、「キリスト教学校に勤め

る者として」を主題に説教と「”私”を生きる教育―本当のことはひとりから始まる―」と題

して講演を行った。

□２０１５年度山梨英和学院教職員クリスマス礼拝

１１月２８日（土）に山梨英和大学グリンバンクホールにおいて「なお 低く下る神」と題す

るクリスマスメッセージを主に学院教職員クリスマス礼拝を行った。

□山梨英和創立 126 周年記念コンサートの実施

１１月１４日（土）に山梨英和大学グリンバンクホールにおいて山梨英和１２６周年記念コン

サート「イタリア古楽コンサート―《聖と俗》―」を開催した。

□２０１５年度(第 13 回)三英和懇談会

２０１５年 7 月１1 日(土)に東洋英和女学院において、旧カナダ・メソジスト教会との関わり

をもって設立された東洋英和女学院・静岡英和女学院との三英和懇談会を ３４名(東洋英和１

12 人・静岡英和 9人・山梨英和 8 人)の出席者により、礼拝、分団協議等が行われた。

□山梨英和学院維持協力会

①維持協力会役員会を６月１９日（金）と１２月１８日（金）に開催し、活動報告、事業計画

及び会計報告等について審議決定した。
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②7 月 1 日に「山梨英和学院維持協力会報第１０号」を発行し、会員に配布する等２０１５年

度の会員募集を行った結果、７４５万円収納した。

③教育研究充実のため、14,500 万円(大学 5,000 千円・中高 8,000 千円・こども園 1,500 千円)

を配付した。

□財務情報の公開

２０１４年度の「貸借対照表」、「収支計算書(資金・消費)」、「財産目録」、「監事による監査報

告書」及び「事業報告書」をホームページに公開した。

□教職員健康診断

６月１日（月）に中高教職員、６月１７日（水）に大学・幼稚園・法人本部教職員の健康診断

を実施した。

□広報誌「メイプルニュ―ス」の発行

7 月 10 日「メイプルニュ―ス」第 56号を発行し、関係機関等に配布した。

□職員新年礼拝の挙行

２０１６年１月５日(火)に大学主教主任から「別の道を通って」を説教題に、職員新年礼拝を

守った。

□長野 彌(元理事長)記念奨学金の授与

元理事長野名を冠し、勉学の支援と有為な人材の育成を目的として 2016 年 1 月 25 日(月)長野

彌記念奨学金（学業奨励奨学金）２名(高校・大学各１名)の授与式を挙行した。

□２０１５年度永年勤続者表彰式挙行

２０１６年３月３１日(木)に多年にわたる奉仕（３５年１人、２５年１人、１５年３人）に対

して感謝の意を表した。



３ 財務の概要

（１） 資金収支計算書

（単位：千円）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

科 目 （H23） （H24） （H25） （H26） （H27）

学生生徒等納付金収入 1,416,428 1,391,279 1,352,489 1,254,336 1,243,048

手数料収入 18,604 20,279 17,874 16,431 16,447

寄付金収入 35,357 30,291 28,050 31,129 27,718

補助金収入 565,997 484,900 505,060 488,417 660,350

資産売却収入 0 815 905 994 86,385

付随事業・収益事業収入 67,602 38,944 31,530 32,387 24,521

受取利息・配当金収入 1,446 1,409 1,115 1,171 1,228

雑収入 97,725 101,584 114,627 97,341 101,689

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 176,178 183,172 153,789 151,851 142,250

その他の収入 619,947 920,969 555,749 575,909 537,029

資金収入調整勘定 △277,352 △261,745 △301,440 △230,461 △ 287,842

前年度繰越支払資金 1,281,080 1,228,616 1,193,397 1,321,144 1,395,309

収入の部合計 4,003,012 4,140,513 3,653,145 3,740,649 3,948,132

人件費支出 1,189,787 1,159,555 1,179,013 1,143,390 1,190,693

教育研究経費支出 412,199 400,893 425,102 387,005 401,549

管理経費支出 146,444 113,333 99,163 104,098 97,393

借入金等利息支出 32,323 18,409 2,286 1,947 1,137

借入金等返済支出 386,180 695,880 34,074 34,074 34,074

施設関係支出 6,429 76,545 28,746 17,244 7,552

設備関係支出 29,866 19,074 39,210 22,116 40,773

資産運用支出 114,496 48,630 85,685 228,618 168,873

その他の支出 492,560 444,319 465,909 460,266 473,631

資金支出調整勘定 △35,888 △29,522 △27,189 △53,418 △ 59,303

次年度繰越支払資金 1,228,616 1,193,397 1,321,144 1,395,309 1,591,760

支出の部合計 4,003,012 4,140,513 3,653,145 3,740,649 3,948,132

（注1）上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計など数値が計算上一致しない場合がある。

（注2）2015年度より新学校法人会計基準。（2014年度迄は新会計基準組替えて表示）

資金収支計算書（2011～2015年度）

年 度
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（２） 活動区分資金収支計算書
活動区分資金収支計算書（2015年度）

（単位：千円）
2015年度
（H27）

学生生徒等納付金収入 1,243,048
手数料収入 16,448
特別寄付金収入 20,138
一般寄付金収入 6,680
経常費等補助金収入 646,601
付随事業収入 24,521
雑収入 101,689
教育活動資金収入計 2,059,125
人件費支出 1,190,693
教育研究経費支出 401,549
管理経費支出 97,393
教育活動資金支出計 1,689,636

369,489
△ 54,476
315,013

施設設備寄付金収入 900
施設設備補助金収入 13,749
施設整備等活動資金収入計 14,649
施設関係支出 7,552
設備関係支出 40,773
施設設備等引当特定資産繰入支出 1,936
施設整備等活動資金支出計 50,261

△ 35,612
△ 12,429

△ 48,041

266,972
有価証券売却収入 86,385

53,041
奨学貸付金回収収入 992
預り金受入収入 354,084
修学旅行費等預り金受入収入 28,003

712
1,203

23,257
45

小計 547,721
受取利息・配当金収入 1,228
その他の活動資金収入計 548,949
借入金等返済支出 34,074
有価証券購入支出 87,062
その他の引当特定資産繰入支出 79,875

568
預り金支払支出 347,126
修学旅行費等預り金支払支出 31,507

735
1,269

24,167
長期前払金支出 11,975

小計 618,356
借入金等利息支出 1,137
その他の活動資金支出計 619,493

差 引 △ 70,543
調整勘定等 23
その他の活動資金収支差額 △ 70,520

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 196,452

前年度繰越支払資金 1,395,309

翌年度繰越支払資金 1,591,761

（注）2015年度の新学校法人会計基準改正で資金収支計算書の付表として作成が義務づけられた。
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（３） 事業活動収支計算書
事業活動収支計算書（2011～2015年度）

（単位：千円）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

（H23） （H24） （H25） （H26） （H27）

学生生徒等納付金 1,416,428 1,391,279 1,352,489 1,254,336 1,243,048

手数料 18,604 20,279 17,874 16,431 16,447

寄附金 38,887 33,260 32,869 34,281 28,138

経常費等補助金 565,242 482,569 493,799 485,714 646,601

付随事業収入 67,602 38,944 31,530 32,386 24,521

雑収入 97,786 101,597 114,871 99,951 101,689

教育活動収入計 2,204,549 2,067,928 2,043,432 1,923,099 2,060,444

人件費 1,177,542 1,157,415 1,157,258 1,140,131 1,197,385

教育研究経費支出計 578,728 548,105 582,724 546,521 566,590

管理経費支出計 159,440 127,444 117,057 122,304 111,408

徴収不能額等 295 4,077 836 797 296

教育活動支出計 1,916,005 1,837,041 1,857,875 1,809,753 1,875,679

教育活動収支差額 288,544 230,887 185,557 113,346 184,765

受取利息・配当金 1,446 1,409 1,115 1,171 1,228

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 1,446 1,409 1,115 1,171 1,228

借入金等利息 32,323 18,409 2,286 1,947 1,137

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 32,323 18,409 2,286 1,947 1,137

教育活動外収支差額 △ 30,877 △ 17,000 △ 1,171 △ 776 91

経常収支差額 257,667 213,887 184,386 112,570 184,856

資産売却差額 0 815 0 27 0

その他の特別収入 755 2,331 11,261 2,703 17,654

特別収入計 755 3,146 11,261 2,730 17,654

資産処分差額 141,761 16,632 13,949 4,520 10,048

その他の特別支出 0 0 0 0

特別支出計 141,761 16,632 13,949 4,520 10,048

特別収支差額 △ 141,006 △ 13,486 △ 2,688 △ 1,790 7,606

116,661 200,401 181,698 110,780 192,462

△ 256,226 △ 761,879 △ 59,798 △ 60,107 △ 11,161

△ 139,565 △ 561,478 121,900 50,673 181,301

△ 1,344,656 △ 1,483,800 △ 2,028,474 △ 1,896,989 △ 1,842,167

421 16,804 9,585 4,149 561

△ 1,483,800 △ 2,028,474 △ 1,896,989 △ 1,842,167 △ 1,660,305

（参考）

事業活動収入計 2,206,750 2,072,483 2,055,808 1,927,000 2,079,326

事業活動支出計 2,090,089 1,872,082 1,874,110 1,816,220 1,886,864

（注1）2015年度より新学校法人会計基準。（2014年度迄は新会計基準組替えて表示）
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（４） 貸借対照表

（単位：千円）

2011年度末 2012年度末 2013年度末 2014年度末 2015年度末

（H23） （H24） （H25） （H26） （H27）

固定資産 11,073,891 10,628,803 10,545,935 10,594,790 10,507,884

有形固定資産 8,971,380 8,896,637 8,782,991 8,647,250 8,515,412

特定資産 1,951,211 1,598,196 1,633,635 1,825,769 1,858,044

その他の固定資産 151,300 133,970 129,309 121,771 134,428

流動資産 1,431,241 1,360,205 1,530,447 1,562,928 1,814,504

資産の部合計 12,505,132 11,989,008 12,076,382 12,157,718 12,322,388

固定負債 1,118,189 524,445 468,615 428,745 401,363

流動負債 406,575 283,794 245,301 255,726 255,316

負債の部合計 1,524,764 808,239 713,916 684,471 656679

基本金 12,464,167 13,209,242 13,259,454 13,315,413 13,326,013

第１号基本金 12,298,167 13,043,242 13,093,454 13,149,413 13,160,013

第４号基本金 166,000 166,000 166,000 166,000 166,000

繰越収支差額 △1,483,799 △2,028,473 △1,896,988 △1,842,166 △1,660,304

純資産の部合計 10,980,368 11,180,769 11,362,466 11,473,247 11,665,709

負債及び純資産の部合計 12,505,132 11,989,008 12,076,382 12,157,718 12,322,388

（注）上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計など数値が計算上一致しない場合がある。
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４ その他

用語解説

□ 計算書について

「資金収支計算書」

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容と

支払資金の収入・支出のてん末を明らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフロ

ーの状況を把握することができます。

「活動区分資金収支計算書」

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備

等・その他の3つの活動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握できることができま

す。

「事業活動収支計算書」

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたもので

す。基本金の組入を除けば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学校

法人の財務の状況を把握することができます。また、経常的な収支区分の教育活動収支・教育

活動外収支と、臨時的な収支区分の特別収支の３つに分け、それぞれの収支状況を把握する

ことができます。

「貸借対照表」

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校法

人の財政状態を明らかにするものです。

□ 計算書の科目について

・資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

「学生生徒納付金」

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもの。収入のうち大きな割合を占める。

「手数料」

入学検定料や証明書発行手数料など。

「補助金」

国や地方公共団体からの助成金。

「付随事業・収益事業」

課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入など。

・資金収支計算書のみに表れる主な科目

「資金調整勘定」

資金収支計算書において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資

金の調整勘定。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に

入金される収入）や前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受

入れている収入）があります。また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌

年度以降に支払う支出）や前期末前払金（前年度までに支払った支出）があります。

「施設関係支出」

土地、建物、構築物などの取得費用です。

「施設関係支出」

教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などがあります。

・事業活動収支計算書のみに表れる主な科目

「基本金組入額」

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、

事業活動収入から組入れられる。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定められ

ています。
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第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額

第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額

第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額

第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

□学校法人会計の特徴と企業会計との比較

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この

出資は、会社の細分化された持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資とい

う概念はありません。設立は寄付によって行われ、学校法人に対する持分が外部に生じること

はありません。これは、教育の独立性を担保とするものであり、所有者の意向を受けて、教育

が偏ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本原則は定款と呼

ばれていますが、学校法人では寄付行為と呼ばれています。

学校法人は、４つの原則（真実性の原則・正規の簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原

則）によって会計処理を行い、計算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会

計の原則にも同様の一般原則があり、基本的にはおなじです。

ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処

理および計算書類の作成は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行わ

れなければならないとされています。


